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２．訓練日について 

（１）訓練すべき日  ※日割計算の分母に使用 

設定した訓練期間ごとに、教育訓練機関が定める休日（以下参照）を差し引いた日

数。ただし、長期高度人材育成コースに係る夏季冬季等の休日については、委託費の支

払いにおいては、当該休日を訓練を受講した日とみなして取り扱うものとする。（詳細

は下記第８参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）訓練設定日 

訓練すべき日のうち、訓練終了日までに訓練を設定した日。 

（３）訓練実施日（訓練を行った日） 

教育訓練機関が実際に訓練を実施した日。 

（４）訓練受講日 

  当該訓練生が実際に訓練を受講した日。 

 

３．訓練時間について 

（１）訓練設定時間（あらかじめ定められた訓練時間） 

訓練を設定した時間。 

（２）訓練実施時間（訓練を行った時間） 

教育訓練機関が実際に訓練を実施した時間。 

（３）訓練受講時間 

   当該訓練生が実際に訓練を受講した時間。 

 

第３ 例の留意点 

 

（１）例は全て訓練生１人当たりの委託費等の計算としている。 

（２）金額は全て税抜額とし、個々の経費の積み上げによる実費が、実施要領第１章第１０

の月額単価の上限を超えているものとして説明するため、月額単価上限を月額単価とし

ている。また、１月を超える知識等習得コースであり、就職支援経費対象コース（月額

単価の上限 50,000 円）としている。 

（３）就職率は、実施要領第１章第１２（５）ハで規定している「就職支援経費就職率」と

し、就職支援経費の算定の例においては、全て支給額は 10,000 円としている。 

（４）特段の記載がない場合に、訓練終了日までの訓練すべき日には訓練を設定（訓練設定

「教育訓練機関が定める休日」とは、原則として次の休日とする。なお、これによ

りがたい場合は、事前に厚生労働省と協議するものとする。 

イ 土曜日、日曜日、国民の祝日（振替え休日を含む） 

ロ 定期的な休校日（週１日程度、月５日まで） 

ハ お盆等に係る夏季の休校日（８月１３日から１５日を中心とした期間） 

二 年末年始に係る休校日（１２月２９日から１月３日を中心とした期間） 

ホ 創立記念日に係る休校日等 

別紙


